
令和５年８月２日

管内の地方公共団体への財政融資資金の貸付状況について
（令和４年度）

国土保全災害復旧（防災・減災・国土強靭化※別紙参照）
が減少となったことから、貸付額は４年ぶりの減少。
また、貸付残高は２年ぶりの減少。

四国財務局管内（徳島、香川、愛媛、高知の４県合計）の令和４年度（令和４年４月
～令和５年３月）の貸付額は1,587億円で、国土保全災害復旧が減少したことなどか
ら、前年度に比べ775億円（32.8％）減少し、４年ぶりの減少となっています。
また、令和５年３月末の貸付残高は２兆1,969億円で、前年同月末に比べ487億円
（2.2％）の減と、２年ぶりの減少となっています。

県名
４年度貸付額（前年度比）

主な増減要因
４年度末残高（前年度比）

徳島県 300億円（▲31.8％） 3,394億円（▲1.2％）

香川県 302億円（▲30.1％） 4,823億円（▲2.1％）

愛媛県 482億円（▲34.1％） 7,510億円（▲3.4％）

高知県 503億円（▲33.7％） 6,242億円（▲1.3％）

四国4県
合計

1,587億円（▲32.8％）
国土保全災害復旧の減少

2兆1,969億円（▲2.2％）

◇財務局・財務事務所においては、県や市町村などの地方公共団体が、学校、病院、道路等の建設
や上下水道、廃棄物処理施設等を整備するために必要な資金の一部として財政融資資金の貸付を
行っています。
◇財政融資資金とは、国債の一種である財投債の発行により国が金融市場から調達し、地方公共団
体等が行う事業に活用される資金です。

ニュースリリース ～四国とともに、未来をつむぐ～

四国財務局

【問い合わせ先】
四国財務局 財務広報相談室
℡087-811-7780(内線：260)

四国財務局 融資課
℡087-811-7780(内線：380)

四国財務局 公式キャラクター

1



１．財政融資資金の令和４年度貸付額

Ⅰ－２ 貸付額（用途別）

Ⅰ－３ 貸付額（県別・用途別）

用途区分
百万円

構成比（％）
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Ⅰ－１ 貸付額の推移



２．財政融資資金の令和４年度末貸付残高

Ⅱ－１ 貸付残高の推移

Ⅱ－２ 貸付残高（用途別）
用途区分
百万円

構成比（％）

（参考）用途別の主な事業
用 途 主　　　な　　　事　　　業

辺 地 ・ 過 疎 対 策 　辺地対策事業、過疎対策事業

国土保全災害復旧 　災害復旧事業、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業、一般公共・災害関連事業

生 活 環 境 整 備 　上水道事業、下水道事業、交通事業、一般廃棄物処理事業

道 路 　一般公共・道路事業、一般補助施設整備等事業（道路、排水施設等）

文 教 施 設 　学校教育施設等整備事業（義務教育諸学校及び高等学校等施設、幼稚園その他の学校施設等）

厚 生 福 祉 施 設 　病院事業、社会福祉施設整備事業

住 宅 　公営住宅建設事業、一般補助・住宅市街地等事業

運 輸 通 信 　港湾整備事業、一般公共・港湾事業

地 域 開 発 　一般単独・臨時道路事業

農 林 漁 業 　一般公共・農業農村等事業

そ の 他
　公共事業等（各種災害関連事業、農業農村整備・道路事業、その他の事業等）、
　一般補助施設整備等事業

臨 時 財 政 対 策 債 　（地方財政法第33条の5の2第1項の規定に基づき発行したもの）

　(注)上記事業内訳は代表的な事業を抜粋して記載しています。
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３．財政融資資金を活用した事業例

〇県産材まるごと需要拡大事業
（那賀町木材加工販売施設）
【徳島県那賀町：過疎対策事業】

〇県産材まるごと需要拡大事業
（那賀町木材加工販売施設）
【徳島県那賀町：過疎対策事業】

〇小豆地域特別支援学校整備事業
（香川県立小豆島みんなの支援学校）

【香川県：公共事業等】

〇小豆地域特別支援学校整備事業
（香川県立小豆島みんなの支援学校）

【香川県：公共事業等】

〇長浜港小型船だまり漁業関連
施設整備事業（長浜港荷捌所）
【愛媛県大洲市：過疎対策事業】

〇長浜港小型船だまり漁業関連
施設整備事業（長浜港荷捌所）
【愛媛県大洲市：過疎対策事業】

〇教育施設整備事業
（大豊学園、大杉保育所、給食調理場）

【高知県大豊町：過疎対策事業】

〇教育施設整備事業
（大豊学園、大杉保育所、給食調理場）

【高知県大豊町：過疎対策事業】
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別表１．管内地方公共団体別の財政融資資金地方資金貸付実績額（令和４年度）
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別表２．管内地方公共団体別の財政融資資金地方資金貸付残高（令和４年度末現在）
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１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策[７８対策] おおむね１２．３兆円程度

（１）人命・財産の被害を防止・ 小化するための対策[５０対策]

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策] おおむね ２．７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策] おおむね ０．２兆円程度

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

合 計 おおむね１５ 兆円 程度

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

○対策数：１２３対策

○追加的に必要となる事業規模：おおむね１５兆円程度を目途

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策・事業規模

３．対策の期間

1

sk000053
テキスト ボックス
別紙

sk000053
テキスト ボックス
出典：内閣官房ホームページ



１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策[７８対策]

（１）人命・財産の被害を防止・ 小化するための対策[５０対策]

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 対策例

・流域治水対策（河川、下水道、砂防、海岸、農業水利施設の整備、水田の貯留機能向上、国有地を活用した遊水地・貯留施設
の整備加速）（国土交通省、農林水産省、財務省）

・港湾における津波対策、地震時等に著しく危険な密集市街地対策、災害に強い市街地形成に関する対策（国土交通省）

・防災重点農業用ため池の防災・減災対策、山地災害危険地区等における治山対策、漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策
（農林水産省）

・医療施設の耐災害性強化対策、社会福祉施設等の耐災害性強化対策（厚生労働省）

・警察における災害対策に必要な資機材に関する対策、警察施設の耐災害性等に関する対策（警察庁）

・大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策、地域防災力の中核を担う消防団に関する対策（総務省） 等

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]
・高規格道路のミッシングリンク解消及び4車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による道路ネットワー
クの機能強化対策、市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策（国土交通省）

・送電網の整備・強化対策、SS等の災害対応能力強化対策（経済産業省）

・水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策、上水道管路の耐震化対策（厚生労働省） 等

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策]

・河川管理施設・道路・港湾・鉄道・空港の老朽化対策、老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策（国土交通省）

・農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策（農林水産省）

・公立小中学校施設の老朽化対策、国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策（文部科学省） 等

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策]

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

・連携型インフラデータプラットフォームの構築等、インフラ維持管理に関する対策（内閣府）

・無人化施工技術の安全性・生産性向上対策、ITを活用した道路管理体制の強化対策（国土交通省） 等

・スーパーコンピュータを活用した防災・減災対策、高精度予測情報等を通じた気候変動対策（文部科学省）

・線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策、河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策（国土交
通省） 等 2
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